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通行の循環バスにすることで、一周 30 分～60 分程度のルートを策定する。 
 
































































































































































































使用し、平成 2 年(1990 年)、平成 7 年(1995 年)、平成 12 年(2000 年）のそれぞれの時点
において、系統（住居系･商業系･工業系）別に GIS の属性検索機能により分類集計したグ
ラフを図 2-2、図 2-3 に示す。また GIS により出力した低･未利用地住居系･商業系･工業系
別の分布図を図 2-4、図 2-5、図 2-6 に示す。 
住居系では、1990年に 12,228 件存在していた低･未利用地が 1995年には 6,804 件と 1990
年の 56%まで減少したが、2000 年には 9,002 件に増加しており 1995 年と比較すると 14%増
加している。面積規模では、1990 年の 13,782ｋ㎡に対し 1995 年では 7,313ｋ㎡と低･未利
用地件数と比例して 1990 年の 53%にまで減少していたが、2000 年には 9,002ｋ㎡に規模が
増加しており、1995 年と比較すると 23%増加していることが確認できた。 
商業系においては、各年度の住居系の件数と比較すると 20%程度と少なく、面積規模に 
ついても約 11%以下と少ないことがわかった。また、経年変化について確認すると、1990 
年に 2,706 件存在していた低･未利用地が 1995 年には 1,362 件に減少しており、1990 年と
比較すると 50%まで減少している。しかし、2000 年には 1,592 件と再び増加しており、1995
年との比較では 17%程度増加していることが確認できた。これは、住居系との比率と同様
の傾向になっている。面積規模においては、1990 年の 1,540ｋ㎡に対し 1995 年では 1,202




9%と少ない。しかし、面積全体の規模を比較すると、1990 年度で 90%，1995 年度で 184%， 
13 
 
2000 年度では 150%となっており、1 件あたり低･未利用地の規模が大きいことが伺える。 
これは、産業構造の転換に伴う大規模な工場跡地が発生していることに起因していると考 
えられる。また、経年変化をみると 1990 年に 1,088 件存在していた低･未利用地が 1995 
7 年には 654 件と 1990 年の 60%まで減少したが、2000 年には再び 729 件にまで増加してい
る。1995 年と比較すると 11%の件数増加である。面積規模では、1990 年の 12,397ｋ㎡に対
して 1995 年では 13,370ｋ㎡に増加しており 1990 年と比較して 8%増加している。しかし、




















































































次に、各年度別の面積規模ごとの件数を図 2-7 に示す。住居系及び商業系、工業系の 































売却を図る 1,500 ㎡以上の大規模未利用市有地、100 ㎡以上 1,500 ㎡未満の未利用市有地
について調査を行った。（付録参照）その結果を以下に示す。 
 
2-1-4-1 1,500 ㎡以上の大規模未利用市有地 
平成 15 年 11 月時点で、31 件、202,079.95 ㎡ 
 
表 2-1 区毎の未利用地件数と面積合計 
地区 未利用地件 面積（㎡） 
門司区 4 26,049.20 
小倉北区 2 4,765.10 
小倉南区 4 13,228.90 
戸畑区 2 7,861.84 
若松区 8 57,912.96 
八幡東区 1 5,901.74 
八幡西区 10 86,360.21 
計 31 202,079.95 
 
未利用地件数は八幡西区が 10 件で最も多く、次いで若松区が 8 件となっており、最も少
ないのは八幡東区で 1 件である。 
 
2-1-4-2 100 ㎡以上 1,500 ㎡未満の未利用市有地 

























図 2-8 八幡南環境事務所跡地 
 
2-2-1 調査対象地の概要 
























































































































































































































































































































































































北九州市住環境に関するアンケート調査を行った。対象調査地区として 3 つの地区を選定 
し、アンケート調査によって対象地区における住環境に関する地域環境を向上させる要素 


















































































全配布件数 405 件に対しての回収件数は 199 件、回収率は 49%であった。また、記入漏
れ等を除いた有効回答件数は 189 件、回収したアンケートの有効回答率は 95%であった。
表 2-5 に、アンケートの配布件数、回収件数、並びに有効回答数について詳細を示す。 
 




































図 2-14 家族構成人数             図 2-15 住居形態 
 
















図 2-16 家族構成人数         図 2-17 家族構成人数 
 
2-4-2-3 利便性 





























図 4-2-8 各施設までの交通手段 
4-2-4 快適性 
図 4-2-9 に快適性の満足度に関する調査結果を示す。 
 
 
図 2-19 各施設までの交通手段 
2-4-2-4 快適性 



















































































































図 2-24 住まいの選考における重要度 
次に、現在の住まいの選考理由おいて決め手となった要素を、第一位から第三位まで、 
















































































全配布件数 167 件に対しての回収件数は 76 件、回収率は 46%であった。また、記入漏
れ等を除いた有効回答件数は 74 件、回収したアンケートの有効回答率は 97%であった。表
2-7 に、アンケートの配布件数、回収件数、並びに有効回答数について詳細を示す。 
 







表 2-8 アンケート回答者の年齢構成で示すように、回答者の年齢構成は、30 代及び 40
代の合計が 70 件で、全体の約 95％を占める。よって、年齢による住環境評価の特徴的差
異は見出せず、分析にあたっては、回答者の年齢は考慮しない。 
 











次に、家族構成人数及び居住形態を図 2-29、図 2-30 に示す。 













図 2-29 家族構成人数        図 2-30 居住形態 
 
最後に、住居年数と転居意思についての集計結果を図 2-31 及び図 2-32 に示す。居住年























図 2-31 居住年数       図 2-32 転居意思 
 
2-4-3-3 利便性 




























































































































































図 2-38 住まいの選考における重要度 
次に、現在の住まいの選考理由おいて決め手となった要素を、第一位から第三位まで、 




























図 2-41 住まいの選考理由（第 3 位） 
2-4-3-9 住民ニーズ（欲しい施設） 
鞘ヶ谷小学校校区において、欲しいと思っている施設のランキングを図 2-42 に示す。 
今後の住環境の向上のために、欲しいと思う施設の種類を示している。医療系の施設を望 






東鞘ヶ谷町…歯科 1、小児科 1 
西鞘ヶ谷町…0 































































全配布件数 405 件に対しての回収件数は 117 件、回収率は 51%であった。また、記入漏
れ等を除いた有効回答件数は 115 件、回収したアンケートの有効回答率は 98%であった。
表 2-9 に、アンケートの配布件数、回収件数、並びに有効回答数について詳細を示す。 
 





































図 2-43 家族構成人数            図 2-44 住居形態 
 
居住年数と転居意思についての集計結果を図 2-45 及び図 2-46 に示す。 






















図 2-45 居住年数              図 2-46 転居意思 
 
2-4-4-3 利便性 






























































































































































































































































































応じて、適正な改正を速やかに打ち出している。表 3-1 に都市計画法の変遷をまとめてみた。 
表 3-1 都市計画法変遷年表 
1888 明治 22 年 東京市区改正条例対象は東京市のみ 




1950 昭和 25 年 建築基準法改正（市街地建築物法に代えて） 





1980 昭和 55 年 地区計画制度の創設（ドイツの地区詳細計画 B プランを参照） 
1988 昭和 63 年 再開発地区計画制度の創設 
1992 平成 4年 用途地域制度の拡充（１２区分） 
市町村マスタープランの創設 
誘導容積制度の創設 
1995 平成 7年 地方分権推進法成立 
2000 平成 12 年 都市計画法の全面改訂 
都市計画区域マスタープラン 
線引き制度の選択制 




れていたが、1919 年（大正 8 年）に市街地建築物法（現在の建築基準法の前身）と都市計画法
（旧法）が定められ、翌年施行された。1968 年（昭和 43 年）に旧法が廃止され、同じ名称の
法律が新たに定められた。新都市計画法では、高度成長期の市街地化の進展に対応し、市街化
区域・市街化調整区域の区分や、開発許可制度が定められた。2001 年（平成 13 年）に市街化
調整区域での既存宅地制度（第 43 条第 1 項 6 号）が廃止となり、新たに一定の要件を都道府県
等が条例で定め、建築を許容する制度が新設された。（第 34 条第 1 項 8 号の 3 及び 8 号の 4）









































































































































る。そして、図 3-1 に示したように、用途地域は今の１２種類分類になっている。1919 年（大
正 8年）に都市計画法ができたとき、住居地域・商業地域・工業地というおおまかな３分類で
用途地域制が導入された。その後 1950 年（昭和 25 年）に建築基準法が制定されたときに 4 つ
の用途地域に細分化され、さらに 1970 年（昭和 45 年）の都市計画法の改正時に８つの用途地













































和 47 年には土地利用の再検討に基づく全面変更が行われ、その後、昭和 52 年、59 年、平成３
年にも、市街化区域拡大にあわせて全市的な見直しを行った。さらに平成４年に都市計画法・




表 3-2 用途地域の種類と目的 





























































































































































大学、高専、専修学校等 × × × ×
図書館、郷土資料館等 ×
自動車教習所（3,000 ㎡以下） × × × ×














郵便局（500 ㎡以下、4 階以下） 
老人福祉センター、児童厚生施設等（600 ㎡超える） × ×
税務署、警察署、保健所、消防署等（4 階以下） × ×
税務署、警察署、保健所、消防署等（5 階以上） × × × ×
病院 × × × ×
商 
業 
店舗・飲食店（150 ㎡以下、2 階以下） × ×
店舗・飲食店（150 超～500 ㎡以下、2 階以下） × × ×
店舗・飲食店（500 超～1500 ㎡以下、2 階以下） × × × ×





店舗・飲食店（3,000 ㎡超える） × × × × × ×
事務所（1,500 ㎡以下、2 階以下） × × ×
事務所（1500 超～3,000 ㎡以下） × × × ×
事務所（3,000 ㎡超える） × × × × ×
ホテル・旅館（3,000 ㎡以下） × × × ×
ホテル・旅館（3,000 ㎡超える） × × × × ×
車庫 自動車車庫（300 ㎡以下、2 階以下） × ×





























































































第一種低層住専 3,464 近隣商業 787 
第二種低層住専 303 商業 1,175 
第一種中高層住専 2,961 準工業 1,995 
第二種中高層住専 2 工業 550 
第一種住居 4,538 工業専用 3,911 
第二種住居 724   
準住居 25   
 
上の表に表したのは北九州市の平成１９年の都市計画区域面積である。市域総面積は約





を使用し、図 3-2 のように割合の円グラフにまとめることができる。 
 
 











































































































































































北九州市の工業系用途地域内の建物制限は図 3-4 のように示す。（北九州市 PR 資料） 
 
 
図 3-4 工業系用途地域の容積率や建ぺい率 
 
準工業地域の建物制限は表 3-6 により、詳細をまとめた。 
 
























5m ラインの時間 4.5 












第二種住居地域 ○ ✖ 
準住居地域 ○ ✖ 
近隣商業地域 ○ ○ 
商業地域 ○ ○ 
準工業地域 ○ ○ 






























動についてそれぞれ 4 つ、2 つの区域に区分されており、都市計画法における用途地域との関
係は概ね次のとおりである。 
 
表 3-8 騒音規制の区域の区分 
区域 都市計画法における用途地域 
第一種区域 
第一種低層住専  ・ 第二種低層住専、 
第一種中高層住専 ・ 第二種中高層住専 
第二種区域 第一種住居 ・ 第二種住居 ・ 準住居 ・ 市街化調整区域 
第三種区域 近隣商業 ・ 商業 ・ 準工業 
第四種区域 工業 ・ 工業専用 ・ 臨港地区 
 
表 3-9 振動規制の区域区分 
区域 都市計画法における用途地域 
第一種区域 
第一種低層住専 ・ 第二種低層住専、 
第一種中高層住専 ・ 第二種中高層住専 
第一種住居 ・ 第二種住居 ・ 準住居 ・ 市街化調整区域 




















表 3-10 区域及び時間帯による規制（騒音） 
  朝 6 時～8 時 昼 8 時～19 時 夕 19 時～23 時 夜 23 時～6 時 
第 1 種区域 45 デシベル以下 50 デシベル以下 45 デシベル以下 45 デシベル以下 
第 2 種区域 50 デシベル以下 60 デシベル以下 50 デシベル以下 50 デシベル以下 
第 3 種区域 65 デシベル以下 65 デシベル以下 65 デシベル以下 55 デシベル以下 
第 4 種区域 70 デシベル以下 70 デシベル以下 70 デシベル以下 65 デシベル以下 
 
表 3-11 区域及び時間帯による規制（振動） 
  昼間 8 時～19 時 夜間 19 時～8 時
第 1 種区域 60 デシベル以下 55 デシベル以下
第 2 種区域 65 デシベル以下 60 デシベル以下
 
騒音規制法（昭和 43 年法律第 98 号）第４条第１項の規定により、規制基準を表 3-10、表 3-11
とおり定められ、昭和 48 年４月１日から施行されている。ただし、同表に掲げる第２種区域、
第３種区域又は第４種区域の区域内に所在する学校教育法（昭和 22 年法律第 26 号）第１条に
規定する学校、児童福祉法（昭和 22 年法律第 164 号）第７条第１項に規定する保育所、医療法
（昭和 23 年法律第 205 号）第１条の５第１項に規定する病院及び同条第２項に規定する診療所
のうち患者を入院させるための施設を有するもの、図書館法（昭和 25 年法律第 118 号）第２条




表 3-12 近隣の騒音・振動―騒音規制 




一般地域 ６0 以下 50 以下 
車線を有する道路
の面する地域 






























































































































16 海 海面をいう。 



















































































































































が低い自然地の森林と水面はレベル 2、ある目的を持って利用された緑地はレベル 3 で、都市










表 3-14 土地の利用強度レベル指数 
土地の利用レベル係数 土地分級類型 土地利用種類 
1（レベル１） 未利用土地 天然地、空地 
2（レベル 2） 粗放的な利用土地 森林、水面 
3（レベル 3） 集約的な利用土地 田、畑、公園、ゴルフ場 










式の中で Lb と La はそれぞれ b 時間と a時間の土地の利用の強度を表す。 
Ai：第 i レベル土地の利用のレベル係数 
Cib Cia：それぞれ対象地区の時間bと時間aの第iレベル土地利用の面積と総面積の比。



















平成 18 年 3 月に発表された北九州市土地利用状況の統計データにより、以下の北九州市土地
利用の現状図で表した。 
 

































表 3-15 は GIS の北九州市の土地利用データベースから整理したデータである。集計した土地
利用 6 種類の面積年系列のデータである。平成 2年から、5年の間隔で、平成 17 年まで、4年
度のデータを示している。 
 
表 3-15 GIS を用いた北九州市土地利用 6 種類データ集 
土地利用 面積(ha) 
分   類 平成 2 年 平成 7 年 平成 12 年 平成 17 年 
山林・農地 27,499.8 27,656.5 26,695.4 27,258.3
河川・湖沼等水面 1,127.4 1,148.9 1,122.9 1,077.5
宅地 9,705.7 10,469.5 10,682.0 11,631.0
公共公益施設用地 5,890.0 6,078.1 6,516.2 7,043.2
造成地 3,666.9 3,020.2 3,393.9 1,777.5
合計 47,889.8 48,373.3 48,410.5 48,787.5
 

















図 3-12 北九州市平成 2 年から平成 17 年度の土地利用変化 
 
 






































図 3-15 北九州市宅地面積変化図 
 
都市用地あるいは市街化用地は住宅、工業、商業を意味し、全体的には都市化は徐々に進み。
住宅は増加して、商業用地も徐々に増加している。平成 7年と平成 12 年は北九州市の宅地面積
の変動期であるといえる。この時期はアジア経済危機と北九州市産業構成の変動と都市建設計
画の変革の総合結果としてとらえることができる。 





図 3-16 北九州市公共・公益施設―道路の変化図 
 
道路は都市発展の非常に重要な元素である。北九州市でもこの数年間に、道路建設に対し積

































図 3-18 北九州市土地の利用レベルの変化率(R) 
 
平成 2 年から、平成 17 年までの土地利用程度変化率（R）は図 3-21 で示すように約 5％であ
る。未利用土地と利用可能な自然地は利用されていく傾向にある。詳細の利用程度変化率は平
成 2年～平成 7年の変化率と平成 12 年～平成 17 年の変化率は共に約 3%程度である。したがっ
て、北九州市この期間での土地利用強度は同じであり同様なレベルで、土地利用が進行したと







表 3-16 マルコフ連鎖により変化推移マトリクス(k ㎡) 
 





















































マルコフ予測モデルを用いて、2000 年と 2005 年の GIS データを空間的に重ねて、土地利用























5.68 k ㎡ 
農 地:2.54k ㎡ → 
山 林:3.22k ㎡ → 
水 面:0.01k ㎡ → 
公 共:2.48k ㎡ → 




図 3-19 平成 12 年～平成 17 年宅地地転換図 
 
宅地面積の変化を例として、説明する。縦列と横行の交点 104.21k ㎡は平成 12 年から平成
17 年まで転換しなかった宅地面積である。縦列の数字は平成 12 年の山林以外の 5 種類の土地
が平成 17 年まで宅地へ転換した面積である。横行の数字は平成 17 年まで元々の宅地面積が非
宅地面積へ転換したそれぞれの面積である。合計の 109.88k ㎡と 116.89k ㎡は平成 12 年と平成
17 年それぞれの宅地面積である。7.02k ㎡を減少したことが分かった。 
そして、横の造成地の一行のデータを見ると、造成地の他用途地への転換状況が分かる。平
成 12 年の造成地面積は 23.78K ㎡である。他用途地への転換面積はそれぞれ：農地 0.13K ㎡、






さらに、2005 年から 2020 年までマルコフ予測モデルを用いて、土地利用変化を予測した。
集計データを表 3-17 で示す。1990 年から 2020 年にかけて、宅地の面積は 11.95k ㎡増加と激
増して行く。公共・公益用地面積は 8.80k ㎡の増加となる。水面と造成地面積はほとんど変化









表 3-17 マルコフ予測データ（k㎡） 
西暦 
1990 1995 2000 2005 2010 2015 2020 
土地利用 
農地 40.64 31.99 36.83 34.29 32.35 30.88 29.76 
山林 233.29 239.89 233.42 233.03 232.50 231.87 231.22 
水面 11.33 10.50 11.23 10.90 10.95 10.98 11.01 
宅地 100.42 116.30 102.29 106.04 108.84 110.86 112.37 
公共・公益 67.45 71.66 76.96 76.26 76.05 76.08 76.25 
造成地 28.97 11.78 21.39 21.61 21.43 21.45 21.50 
   
 































本章では、対象未利用地 3 件（皿倉、鞘ヶ谷、竹末）について、個別に特性分析を行う。 
4-1 対象未利用地（皿倉）の分析 
4-1-1 対象未利用地の敷地特性 
対象未利用地は、JR 鹿児島本線八幡駅から南東に約 900ｍ地点（直線距離）にあたる、 






表 4-2 には、各種施設までの対象地からの距離をそれぞれ示す。 








                  
                   図 4-1 未利用地（皿倉）の形状 








































地域人口の総数は、15,853 人で、男女構成比は、男性 7,408 人に対し、女性 8,445 人で、
女性が男性を上回る。また、世帯数は、7,773 世帯である。 


























図 4-3「年齢別人口」を見ると、地域の少子高齢化が顕著にあらわれている。60～69 歳 
が 15％、70 歳以上が 19％であり、60 歳以上の高齢者層が、全人口の 34％を占める。一
方、10 歳未満、10 歳～19 歳人口は少なく、いずれも全体の 10％にも満たない。 
図 4-4「町丁目別人口分布」を見ると、対象地の東から北側にかけて特に人口が集中して 
いる。人口澪都度の高い町丁目としては､「春の町 2 丁目」、「春の町 3 丁目」、[春の町 4 丁 






















































































図 4-9 には、対象地周辺１ｋｍ圏の土地利用現況を示す。土地利用面積は、住居系が最 


































































病院 3 軒に加えて、クリニックも 36 軒存在している。一方、ホームセンター、ファース
トフード店、ゴルフ練習場は、周辺には存在していない。 



























る。表 4-6 には、対象未利用地の行政的制限を、表 4-7 には、各種施設までの対象地から
の距離をそれぞれ示す。 









図 4-13 未利用地（鞘ヶ谷）の形状 
 










































域人口を、対象地の周辺 1 ㎞圏内に中心を持つ町丁目の人口と定義した。 
地域人口の総数は、21,895 人であり、男女構成比は、男性 10,421 人に対して、女性
11,474 人で、女性が男性を上回る。また、世帯数は 9,253 である。 



































図 6.3 年齢別人口（1 ㎞） 
 



















成を見ると、最も多いのが50～59 歳で15.5％、最も少ないのが10 歳未満で8.2％である。 



























































図 4-21 には、対象地周辺 1 ㎞の土地利用面積を示す。土地利用面積は、住居系の土地























































図 4-24 建物分布状況（1 ㎞） 
120 
 
図 4-25 は、対象地周辺 2 ㎞圏の建物用途別面積を示す。これでも、建物用途面積は、住 





























































対象未利用地は、竹末市営団地跡地である。所在地は北九州市八幡西区若葉 2 丁目 27-1、 
第 2 章でアンケート調査を行った竹末小学校区内に存在する。敷地面積は 1,1347.70 ㎡、 
地目は宅地である。表 4-10 には、対象未利用地の行政的制限を、表 4-11 には、各種施設
までの対象地からの距離をそれぞれ示す。 








図 4-27 未利用地（竹末）の形状 
 













































年齢構成を見ると、最も多いのが 50～59 歳で 15.0％。次いで、70 歳以上の 13.6％、
30 歳～39 歳の 13.5％の順になっている。他の年齢層にくらべて、10 歳未満、10 歳～19 歳
の未成年層の人口は少ない。 


























図 4-29 に対象地から 1km 圏の年齢層別人口総数を示す。最も多いのが 50 歳～59 歳で 
15.0％。次いで、70 歳以上の 13.6％、30 歳～39 歳の 13.5％の順になっている。他の年






図 5.27 年齢別人口（1 ㎞） 
 
 
図 4-29 年齢別人口（1 ㎞） 
図 4-30 は、1km 圏の町丁目別人口密度を示す。1km 圏の中で最も人口密度が高いのは 
若葉一丁目、三丁目で共に 10,000 人/k ㎡を超えている。戸建住宅や集合住宅が密集して

















年齢別人口は、50～59 歳が最も多く、15.4％。次いで、20～29 歳 13.6％、30～39 歳
13.0％の順になっている。構成比が少ないのは、10 歳未満の 9.6％、10～19 歳の 10.6％
といずれも未成年層である。また、八幡西区の人口は、92 年から 02 年にかけて、増加し
ていることがわかる。詳しく年齢別に見ていくと、増加しているのは、70 歳以上、60～69 
























































図 4-34 には、対象地の周辺 1 ㎞圏内の土地利用面積比を示す。最も構成比が高いのは、 
住居系の土地であり、36％を占める。次いで、緑地・森林・水面等 23％、道路 17％の順に
なっている。 






























































大型化が読み取れる。表 4-14 は、未利用地の周辺 1 ㎞の施設数を示している。クリニッ
クの数が最も多く、35 軒である。その他、コンビニエンスストア 7 軒、老人福祉施設 5 軒
などが存在している。しかし、周辺には、総合病院をはじめ、ホームセンター、ファミリ
ーレストラン等は存在していない。 






















項 目 対象未利用地（皿倉） 対象未利用地（鞘ヶ谷） 対象未利用地（竹末）
用途地域 第 1 種低層住居専用 第 1 種住居 第一種中高層住居専用
防火地域 準防火地域 指定無 指定無 
交通機関/鉄道 JR 八幡駅 900m JR 枝光駅 1,900m 筑豊電鉄今地駅 750m
交通機関/バス 天神町バス停 100m 福柳木バス停 100m 的場停 50m 
公共施設 八幡区役所 900m 戸畑区役所 1,500m 八幡西区役所 2,300m
人  口 60 歳以上が 34%占める 各世代同等に分布 各世代同等に分布 
土地利用 住居系 22% 住居系 36% 住居系 36% 
建物現況 住居系 57% 住居系 77% 住居系 83% 
ニーズ施設 
物販 10 物販 － 物販 9 
飲食 1 飲食 － 飲食 2 
サービス 8 サービス 8 サービス 2 











































地域住環境 高齢者に特に対応 全年齢層に対応 全年齢層に対応 









































































図 5-1 北九州市の準工業地域の 1986 年―2008 年時系列合計地図 
 
最初に 1986 年、2008 年の準工業地域の分布を比較する。1986 年、2008 年とも港湾地域を主
要分布地として、準工業地域が指定されている。次に鉄道沿線で準工業地域の分布も多いこと

































図 5-2 北九州市の準工業地域の位置図 
 
表 5-1 時系列での地区変化 
1986 年 無 変化無 変化有 有 
2008 年 有 変化無 変化有 無 
























































表 5-2 地区別用途変動及び位置整理表 
項目 法律改正による用途変動 分布された位置 
地区番号 新規 変動なし 変動あり 港湾地区型 内陸地区型 沿道型 
1 番地             
2 番地             
3 番地             
4 番地             
5 番地             
6 番地             
7 番地             
8 番地             
9 番地             
10 番地             
11 番地             
12 番地             
13 番地             
14 番地             
15 番地             
16 番地             
17 番地             
18 番地             
19 番地             
20 番地             
21 番地             
22 番地             
23 番地             
24 番地             
25 番地             
26 番地             
27 番地             
28 番地             
29 番地             
30 番地             
31 番地             
32 番地             
33 番地             
34 番地             
35 番地             
36 番地             
37 番地             
38 番地             
39 番地             
40 番地             
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項目 法律改正による用途変動 分布された位置 
地区番号 新規 変動なし 変動あり 港湾地区型 内陸地区型 沿道型 
41 番地             
42 番地             























































1 住  居 70～100 0～20 0～10 低層・中高層住専、第一・二・準住居 
2 商  業 0～60 40～100 0～30 近商、商業  
3 工  業 0～70 0～55 30～100 準工、工業、工専  
4 住商混在 45～80 20～40 0～15 第一・二・準住居、近商  
5 商工混在 0～50 20～70 15～45 近商、商業、準工  
6 住工混在 50～90 0～20 10～30 準住居、準工  
7 住商工混在 45～70 20～40 10～30 準住居、近商、商業、準工 
 
●用途類型に用いるデータ 
建物用途別現況図より、建物を表 5-4 のように 5区分し、住・商・工の 3区分を利用して用
途指定地域ごとに類型判定を行う。類型化作業は、建物建築面積（建物ポリゴンの面積）によ
る分類とする。 
表 5-4 建物用途類型別の用途区分 






















れることに注目し、ArcMap の XY データ読み込み機能を使って大量処理かつ判定図作成までを
行うこととした。その作業手順をここで、まとめてみた。 
① Ternary_Diagram.xls にデータ入力を行う。（図 3-2） 
② 入力項目及び計算された座標値をコピーして、新たなエクセルに貼り付ける。 
③ ArcMap で必要な、項目、X,Y 座標のみにデータを修正し、CSV ﾌｧｲﾙで保存する。 
④ ArcMap で処理し、用途類型判定.mxd を開く。[ツール] - [XY データの追加]を選択し、




















図 5-4 データ入力イメージ図 
図 5-5 データ出力のイメージ図 
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住   宅 商   業 工   業 
１ 住   居 70～100 0～20 0～10 
低層・中高層住専、 
第一・二・準住居 
４ 住商混在 45～80 20～40 0～15 第一・二・準住居、近商 
５ 商工混在 0～50 20～70 15～45 近商、商業、準工 
６ 住工混在 50～90 0～20 10～30 準住居、準工 
































4 つのパターンで三角座標を用い、準工業地域に用途類型判定を行った。まず、平成 12 年や
平成17年のGISデータを集計し、この二年度の準工業地域内部の土地利用用途類型を判定した。
三角座標の地区ポイントの分布により、土地利用類型の分布がわかった。次は、平成 12 年、平
成 17 年 2年のポイントデータを使い、同じ地区の用途類型変動の状況を判定した。ここで、時
系列データも加入され、さらにパターン分け判定を行った。そして、GIS で準工業地域のバッ




















図 5-6 平成 12 年、平成１７年各地区の用途類型三角座標図 
 
図 5-6 は平成 12 年、平成１７年各地区の用途類型三角座標図である。図 5-6 では赤い三角マ
ークは平成 12 年各地区の内部住宅・工業・商業用途類型を示し、緑の丸マークは平成 17 年度
の準工業地域内部用途類型を表す。まず平成 12 年度の準工業地域内の用途類型ポイントを分析




ント分布を比較する。平成 17 年には多くのポイントはエリア 2で分布されている。商業、商工
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混在類型に偏った。商業類型に分布されたポイントは 20 個があり、平成 2 年より 13 個増えた
ことがわかった。そして、2 番目分布多い類型は工業類型でポイントが 12 個ある。平成 12 年
度より 7 地区減った。そして、商工混在類型のポイント数は数的に変化無で、7 個がある。そ
して、ポイント減ったのは住商混在が 2 個減少で１であった。住宅類型も２個減少で１であっ




















図 5-7 平成 12 年、平成１７年各地区の用途類型変動三角座標図 
 
図 5-7 は平成 12 年、平成１７年各地区の用途類型変動三角座標図である。一つの地区では平
成12年や平成17年二つの用途類型ポイントを持ち、矢印線でこの二つのポイントをつながる。




















図 5-8 平成 12 年、平成１７年各地区の用途類型変動区分三角座標図 
 
図 5-8 は平成 12 年、平成１７年各地区の用途類型変動区分三角座標図である。ここでライン
を色分けするのは平成 17 年ポイントの分布により、平成 17 年に同じ用途類型のポイントを含
むラインは同じ色にする。たとえば、紫色のラインは平成 17 年に住商工混在用途類型と判定さ
れた地区を表す。ここは 29 番地や 30 番地である。29 番地は住工混在類型から住商工混在類型
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図 5-9 住宅用途類型変動三角座標図 
 
図 5-9 は住宅用途類型変動三角座標図である。平成 17 年度地区内用途類型は住宅と判定され







図 5-10 商業用途類型変動三角座標図 
 











図 5-11 工業用途類型変動三角座標図 
 
 
図 5-12 住商混在用途類型変動三角座標図 
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図 5-11 の三角グラフで成 17 年度地区内用途類型は工業と判定された地区を表示している。
二年度とも工業用途類型と判定された地区は 10、17、19、23、28、35、40、42 番地であり、住
宅類型から工業類型へ転換してきたのは 20、32 番地であり、住商混在類型から工業類型へ転換
してきた番地は 13 番地である。そして、住工混在類型から工業類型へ転換してきた番地は 7
















図 5-13 商工混在、住商工混在用途類型変動三角座標図 
 












































型の判定を行った。詳細は図 5-15 で示す。 
 
 
図 5-15 各地区周辺 300m 以内の地域用途類型の判定図 
 
各準工業地域周辺 300m 以内の地区に対して、用途類型判定を行った結果は上の図 5-15 で示










地区、あるいは周辺 300m 以内 100％工業用途である地区は 19、20、34、40 番地である。工業
類型と判定される他の地区は 2、7、8、9、11、21、22、23、28、29、31、33、35、42 番地であ







表 5-6 三角座標による地区別用途判定結果 
項目 内部土地利用類型判定 周辺土地利用類型判定 
地区番号 平成 12 年 平成 17 年 平成 17 年バッファ：300ｍ 
1 番地 5 商工混在 5 商工混在 住居 
2 番地 2 商業 2 商業 工業 
3 番地 2 商業 2 商業 住工混在 
4 番地 3 工業 5 商工混在 住居 
5 番地 5 商工混在 5 商工混在 住商工混在 
6 番地 3 工業 5 商工混在 商工混在 
7 番地 6 住工混在 3 工業 工業 
8 番地 3 工業 2 商業 工業 
9 番地 3 工業 2 商業 工業 
10 番地 3 工業 3 工業 商業 
11 番地 5 商工混在 5 商工混在 工業 
12 番地 2 商業 2 商業 住居 
13 番地 4 住商混在 3 工業 住居 
14 番地 5 商工混在 2 商業 住居 
15 番地 5 商工混在 2 商業 住居 
16 番地 5 商工混在 2 商業 住居 
17 番地 3 工業 3 工業 住居 
18 番地 2 商業 2 商業 住居 
19 番地 3 工業 3 工業 工業 
20 番地 1 住居 3 工業 工業 
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項目 内部土地利用類型判定 周辺土地利用類型判定 
地区番号 平成 12 年 平成 17 年 平成 17 年バッファ：300ｍ 
21 番地 1 住居 2 商業 工業 
22 番地 6 住工混在 2 商業 工業 
23 番地 3 工業 3 工業 工業 
24 番地 3 工業 5 商工混在 住工混在 
25 番地 3 工業 4 住商混在 住居 
26 番地 3 工業 2 商業 住居 
27 番地 2 商業 2 商業 商工混在 
28 番地 3 工業 3 工業 工業 
29 番地 6 住工混在 7 住商工混在 工業 
30 番地 7 住商工混在 7 住商工混在 住商混在 
31 番地 3 工業 2 商業 工業 
32 番地 1 住居 3 工業 住居 
33 番地 2 商業 2 商業 工業 
34 番地 3 工業 2 商業 工業 
35 番地 3 工業 3 工業 工業 
36 番地 5 商工混在 5 商工混在 住商工混在 
37 番地 4 住商混在 2 商業 住居 
38 番地 3 工業 2 商業 住居 
39 番地 2 商業 2 商業 住居 
40 番地 3 工業 3 工業 工業 
41 番地 4 住商混在 1 住居 商工混在 
42 番地 3 工業 3 工業 工業 






















































用途変動 分布位置 H17 内部土地利用類型 周辺土地利用類型 地区番号













































































































































用途変動 分布位置 H17 内部土地利用類型 周辺土地利用類型 地区番号
















































用途変動 分布位置 H17 内部土地利用類型 周辺土地利用類型 地区番号















用途変動 分布位置 H17 内部土地利用類型 周辺土地利用類型 地区番号










































図 6-1 調査対象範囲 
表 6-1 調査対象鉄道 
鉄道路線 駅  名 
ＪＲ鹿児島本線 
門司港駅 - 小森江駅 - 門司駅 - 小倉駅 - 西小倉駅 -  九
州工大前駅 - 戸畑駅 - 枝光駅 - スペースワールド駅 - 八
幡駅 - 黒崎駅 - 陣原駅 - 折尾駅 （13 駅） 
ＪＲ日田彦山線 
城野駅 - 石田駅 - 志井公園駅 - 志井駅 - 石原町駅 -
呼野駅（6 駅） 
ＪＲ日豊本線 
西小倉駅 - 南小倉駅 - 城野駅 - 安部山公園駅 - 下曽根駅
- 朽網駅（6 駅） 
ＪＲ筑豊本線 
若松駅 - 藤ノ木駅 - 奥洞海駅 - 二島駅 - 本城駅 - 折尾駅
（6 駅） 
筑 豊 電 気 鉄 道 
（以下「筑豊電鉄」） 
黒崎駅前駅 - 西黒崎駅 - 熊西駅 - 萩原駅 - 穴生駅 -
森下駅 - 今池駅 - 永犬丸駅 - 三ヶ森駅 - 西山駅 - 筑豊
香月駅 - 楠橋駅 - 新木屋瀬駅 - 木屋瀬駅（14 駅） 
北 九 州 市 高 速 鉄 道 
モ ノ レ ー ル 小 倉 線 
（以下「モノレール」） 
小倉駅 - 平和通駅 - 旦過駅 - 香春口三萩野駅 - 片野駅 -
城野駅 - 北方駅 - 競馬場前駅 - 守恒駅 - 徳力公団前駅 -








表 6-2 調査対象バス 
路線管理者 バス停数 
西鉄路線バス （以下「西鉄バス」） 1、137 カ所 
北九州市交通局 市営バス（以下「市営バス」） 356 カ所 














ターミナルの利用圏内として、500m 及び 1000m の離隔円による 2 パターンの空白区域を設
定し、バスターミナルの利用圏内を 200m、300m 及び 500m の離隔円による 3 パターンの空
白区域を設定する。検討は、鉄道とバスターミナルの両方を組み合わせた 6 ケースを実施












































































































































定し、その停留所の時刻表から運行本数を集計する。                       



































区域設定条件は表 6-3 に示すとおりとする。 
 
   
表 6-3 交通空白区域の定義 







Case2 300m 離隔円外側 







Case5 300m 離隔円外側 






























































6-3-2-1 標高位置の振り分け  
等高線データベースから作成する標高 50ｍ（POLYGON 図）と、北九州市が所有する基準
となるバス停データ（POINT 図）を「位置情報」による重ね合わせ空間検索により標高


































 上述作業で振り分けた標高 50m 以上にあるバス停は、100ｍのバッファ処理をおこない、
50m 以下にあるバス停はそれぞれ、200m、300m、500ｍのバッファ処理をおこなう。 
 
        
 
 
                       ターミナルからの離隔円 



































                          ターミナルからの離隔円 
















                         
 
ターミナルからの離隔円 
                          500m のマージ処理 
 


























                                街区 






街区ポリゴンデータ             交通空白地域街区データ 
CASE_1～6（各々） 
 



















































図 6-15  CASE-2 バッファ処理結果 
 
図 6-16  CASE-2 街区補正結果 
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図 6-17  CASE-3 バッファ処理結果 
 
図 6-18  CASE-3 街区補正結果 
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図 6-19  CASE-4 バッファ処理結果 
 
図 6-20  CASE-4 街区補正結果 
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図 6-21  CASE-5 バッファ処理結果 
図 6-22  CASE-5 街区補正結果 
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図 6-23  CASE-6 バッファ処理結果 
図 6-24  CASE-6 街区補正結果 
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6-3-2-5 対象地区の居住人口推計 






































表 6-4 建物データベースリスト 
Caseα 対 象 街 区 対 象 街 区 を 含 む 町丁目 
区域(。shp) Caseα_Gaiku Caseα_対象 Chokai 
建物(。shp) Caseα_Gaiku 建物 Caseα_Tatemono_ALL 






  テーブル結合ダイアログで結合元の属性と結合されるファイル名と属性を設定する。 
 
１ 結合元の属性    ：町丁目名 
２ 結合されるファイル名：Caseα_Gaiku 内建物棟数 































 ターミナルより一定の距離内あっても、1 時間に 1 本程度の運行しか無い地域を不便区
域として評価する。バス停から一定圏域内（300、500m）でバスの運行本数が１時間に１本
未満の地域とする。抽出に際しては、午前 6 時から午後 10 時までの 16 時間において、片





1)バス路線網データベースから事業者別に運行本数が 1 日１６本以下の路線を検索する。 
2)その路線上にあるバス停を、バス停データベースから検索する。 
3)それぞれのバス停利用者を、①バス停から 100m(標高 50m 以上)、300m(標高 50m 未満)

































赤色ライン：不便路線、緑色△：バス停 青色ライン：全路線網 黄色○：全バス停 


















図 6-29 不便路線バス停と幹線路線との関係 
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6-4-4 交通不便区域抽出結果 













































































作成したデータベースで抽出した交通空白不便区域における対象人口結果を表 6-5 に示す。 
表 6-5 交通空白不便区域の推計人口 










バス停（標高 50ｍ以上） 100m 







バス停（標高 50ｍ以上） 100m 







バス停（標高 50ｍ以上） 100m 







バス停（標高 50ｍ以上） 100m 







バス停（標高 50ｍ以上） 100m 







バス停（標高 50ｍ以上） 100m 
バス停（標高 50ｍ以下） 500m 
 
以上の結果より、CASE2 と CASE4 において、空白・不便区域の対象町丁目、及び人口がほ













6-8-1 対象とする CASE の決定 
抽出した交通空白・不便区域の各 CASE における対象人口とバス停の離隔距離の関係を
図 6-34 にまとめた。鉄道離隔 1000m 及び 500m の二つのパラメーターに分けてそれぞれの
バス停離隔距離毎にプロットをおこなった。小学校区カルテ作成において、CASE1 が示す
207,131 人は、全人口 985,028 人対し 20%を越え割合が大きく、今回のカルテ作成の対象か
ら外すものとした。逆に CASE3 及び CASE6 は、500m 内を充足範囲とした場合、不便地域を
カバーするため、対象となる不便地域が無く、空白地域対象者も少なくカルテ作成対象か
ら外した。よって CASE2、CASE4 及び CASE5 をまず一次選定した。 
鉄道離隔においてCASE2は 500mであり、CASE4及び CASE5は 1000mであることよりCASE2
はそのまま検討対象に残し、CASE4 もしくは CASE5 のいずれかを選択するものとした。こ




























200ｍ 300ｍ 400ｍ 500m
























表 6-6 データベースリスト 





② Caseα_final。shp 市街化区域で①以外の区域 → 対象エリア 
③ Caseα_final_Gaiku。shp 対象エリアを含む街区(街区番号のみ) 
④ Caseα_Gaiku。shp ③に町丁目データを付加したもの 
⑤ Caseα_Chokai。shp 対象エリアを含む町丁目 
⑥ Caseα_Gaiku 建物。shp ④の街区内にある建物現況データベース 
⑥‘ Caseα_Gaiku 内建物棟数。dbf ④の街区内にある建物棟数 
⑦ Caseα_Tatemno_ALL。shp ⑤の町丁目内にある建物現況データベース 
⑦‘ Caseα_町丁目内 TatemonoSum。dbf ⑤の町丁目内にある建物棟数 
⑧ 建物棟数比較表 Caseα。dbf 
対象エリアの人口を算出するための建物棟
数比率( 配分比率＝⑥‘÷⑦’ ) 
























高齢化率は H16 住民基本台帳データによる 65 歳以上の割合とする。 
空白・不便地域のデータをそれぞれ、5 歳年齢で区分し、総数及び高齢化率を集計する。 
総数 2000 人以上の地区はその数値を紫で着色し、高齢者 500 人以上は黄色で着色する。 
高齢者の 8％人数を割り当て、200 円の使用料を計上する場合の金額を算出する。  
 





率は H16 住民基本台帳データによる 65 歳以上の割合とした。 
自動抽出による「空白・不便地域」の対象となる校区は、全 133 校区のうち 116 校区で
あった。そのうち「今町」「小森江東」「中尾」の 3 校区は、街区として対象範囲にかかる
が、実際対象地域に建物が存在せず、有効データではない。結果 113 校区が対象となる。 
総数最大数    楠木橋校区 9、337 人 
高齢者最大数   楠木橋校区 2、376 人 
CASE2 において抽出した、総数 2000 人以上の地区の数値を紫で着色し、高齢者 500 人以上
























総数 65歳以上 高齢化率 高齢者の8% 200円
八幡西 楠橋 9337 2376 25.4 190 38,016
八幡西 上津役 8160 1843 22.6 147 29,488
小倉南 葛原 6359 1215 19.1 97 19,440
戸畑 一枝 6197 993 16.0 79 15,888
小倉北 桜丘 5351 1263 23.6 101 20,208
八幡西 池田 5126 984 19.2 79 15,744
戸畑 牧山 4718 1313 27.8 105 21,008
八幡東 大蔵 4439 1407 31.7 113 22,512
八幡東 ひびきが丘 4220 1475 35.0 118 23,600
八幡東 枝光 3996 1019 25.5 82 16,304
八幡西 千代 3976 670 16.9 54 10,720
小倉南 企救丘 3910 653 16.7 52 10,448
八幡西 木屋瀬 3754 934 24.9 75 14,944
小倉北 泉台 3578 807 22.6 65 12,912
八幡西 黒畑 3489 772 22.1 62 12,352
小倉北 小倉中央 3267 750 23.0 60 12,000
小倉南 南丘 3154 947 30.0 76 15,152
小倉北 到津 3140 594 18.9 48 9,504
八幡西 香月 3098 789 25.5 63 12,624
小倉北 中井 3047 601 19.7 48 9,616
小倉北 井堀 2976 571 19.2 46 9,136
門司 萩ケ丘 2875 827 28.8 66 13,232
小倉北 富野 2727 708 26.0 57 11,328
八幡東 花尾 2707 785 29.0 63 12,560
八幡西 八児 2704 784 29.0 63 12,544
小倉南 湯川 2586 640 24.7 51 10,240
戸畑 天籟寺 2436 614 25.2 49 9,824
戸畑 中原 2358 593 25.1 47 9,488
小倉南 曽根東 2285 541 23.7 43 8,656
八幡西 塔野 2137 662 31.0 53 10,592
採算区 学校名
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化率は H16 住民基本台帳データによる 65 歳以上の割合とした。 





総数最大数    桜ヶ丘校区   3,556 人 
高齢者最大数   ひびきが丘校区  924 人 
CASE5 において抽出した、総数 2000 人以上の地区の数値を紫で着色し、高齢者 500 人以上
の地区の数値を黄色で着色したものを表 6-8 に示す。 
 








CASE2 及び CASE5 における小学校カルテ作成結果より、CASE5 においては、対象校区の
規模として 2000 人以上かつ、高齢者人口 500 人以上の地区が少ないことがわかる。 
これは鉄道離隔を 1000m とした CASE5 においては、鉄道によるカバーが大きく、CASE2
に比べ対象街区における人口の集中度が低いということが言える。これにより、最終的な









世帯数 総数 65歳以上 高齢化率 高齢者の8% 200円
小倉北 桜丘 118 3556 838 23.6 67 13,408
八幡西 上津役 3164 3164 664 21.0 53 10,624
戸畑 一枝 492 3154 511 16.2 41 8,176
小倉南 葛原 1250 2948 532 18.0 43 8,512



















































































003 泉台・南小倉 泉台 清水 南小倉
004 南丘 南小倉 南丘
足立 寿山 富野
三郎丸
006 葛原 葛原 沼 湯川
007 湯川・若園 北方 若園 湯川






012 祝町・高槻 祝町 高槻
013 黒畑・引野・熊西 黒畑 引野 熊西
014 上津役 上津役 大原 八児
015 千代 池田 香月 千代
016 花尾 鳴水 陣山 花尾
017 塔野 塔野 八児 皿倉
018 皿倉 八幡 皿倉
019 香月 香月
020 松ケ江南 松ケ江南






































































































































ルート主として細街路を運行する循環一方通行で、1 周 30 分から 1 時間程度（約  
































































































表 6-10 人口推計結果 
 
上記推計値を用いて、各地区における 2015 年の人口推計をおこなう。  
福岡県生存率・純移動率を用いた推計人口
平成12年 平成17年 平成22年 平成27年
2000 2005 2010 2015
A B C=A+B D E=D*C A2 C2=A2+B F=E*C2 A3 C3=A3+B G=F*C3
477,972 451,910 434,489 96.14% 422,076 93.40%
0-4 0.99864 0.02129 1.01993 21,656 22,088 0.99879 1.02008 22,532 102.01% 0.99890 1.02019 22,986 104.07%
5-9 0.99917 0.00877 1.00794 22,251 22,428 0.99924 1.00801 22,607 100.80% 0.99930 1.00807 22,790 101.61%
10-14 0.99854 0.05742 1.05596 22,433 23,688 0.99864 1.05606 25,016 105.61% 0.99873 1.05615 26,421 111.54%
15-19 0.99720 0.00177 0.99897 26,607 26,580 0.99736 0.99913 26,557 99.91% 0.99749 0.99926 26,537 99.84%
20-24 0.99664 -0.09794 0.89870 30,079 27,032 0.99679 0.89885 24,298 89.89% 0.99694 0.89900 21,844 80.81%
25-29 0.99602 0.02551 1.02153 32,442 33,141 0.99621 1.02172 33,861 102.17% 0.99638 1.02189 34,602 104.41%
30-34 0.99469 0.01517 1.00986 33,785 34,118 0.99497 1.01014 34,464 101.01% 0.99521 1.01038 34,822 102.06%
35-39 0.99225 0.01112 1.00337 28,859 28,956 0.99269 1.00381 29,067 100.38% 0.99306 1.00418 29,188 100.80%
40-44 0.98735 0.00683 0.99418 28,463 28,297 0.98796 0.99479 28,150 99.48% 0.98854 0.99537 28,020 99.02%
45-49 0.97981 0.00313 0.98294 29,807 29,299 0.98063 0.98376 28,823 98.38% 0.98142 0.98455 28,378 96.86%
50-54 0.96832 0.01034 0.97866 39,973 39,120 0.96965 0.97999 38,337 98.00% 0.97085 0.98119 37,616 96.16%
55-59 0.95122 0.02277 0.97399 36,035 35,098 0.95353 0.97630 34,266 97.63% 0.95558 0.97835 33,524 95.52%
60-64 0.92424 0.01022 0.93446 33,665 31,459 0.92765 0.93787 29,504 93.79% 0.93090 0.94112 27,767 88.26%
65-69 0.88534 0.00747 0.89281 28,566 25,504 0.89074 0.89821 22,908 89.82% 0.89570 0.90317 20,690 81.12%
70-74 0.82850 0.02125 0.84975 25,137 21,360 0.83633 0.85758 18,318 85.76% 0.84357 0.86482 15,842 74.17%
75-79 0.73348 0.01469 0.74817 18,484 13,829 0.74357 0.75826 10,486 75.83% 0.75346 0.76815 8,055 58.25%
80-84 0.59873 0.00188 0.60061 10,827 6,503 0.60910 0.61098 3,973 61.10% 0.62057 0.62245 2,473 38.03%
85- 0.37084 0.01232 0.38316 8,903 3,411 0.37565 0.38797 1,323 38.80% 0.38293 0.39525 523 15.33%
533,499 520,202 511,543 98.34% 505,848 97.24%
0-4 0.99874 0.01850 1.01724 24,112 24,527 0.99885 1.01735 24,953 101.74% 0.99896 1.01746 25,389 103.51%
5-9 0.99958 0.01055 1.01013 24,774 25,025 0.99961 1.01016 25,279 101.02% 0.99964 1.01019 25,537 102.05%
10-14 0.99936 0.05264 1.05200 24,976 26,275 0.99938 1.05202 27,642 105.20% 0.99942 1.05206 29,081 110.68%
15-19 0.99896 0.02286 1.02182 29,624 30,270 0.99901 1.02187 30,932 102.19% 0.99906 1.02192 31,610 104.43%
20-24 0.99863 -0.02259 0.97604 33,490 32,687 0.99872 0.97613 31,907 97.61% 0.99880 0.97621 31,148 95.29%
25-29 0.99816 0.00309 1.00125 36,121 36,166 0.99828 1.00137 36,215 100.14% 0.99839 1.00148 36,269 100.29%
30-34 0.99751 0.01259 1.01010 37,652 38,032 0.99769 1.01028 38,423 101.03% 0.99783 1.01042 38,824 102.08%
35-39 0.99633 0.01088 1.00721 32,231 32,463 0.99659 1.00747 32,706 100.75% 0.99678 1.00766 32,956 101.52%
40-44 0.99387 0.00590 0.99977 31,790 31,783 0.99425 1.00015 31,787 100.02% 0.99458 1.00048 31,803 100.06%
45-49 0.99053 0.00593 0.99646 33,287 33,169 0.99108 0.99701 33,070 99.70% 0.99157 0.99750 32,987 99.45%
50-54 0.98647 0.00728 0.99375 44,604 44,326 0.98731 0.99459 44,086 99.46% 0.98804 0.99532 43,880 98.99%
55-59 0.98017 0.01143 0.99160 40,220 39,882 0.98140 0.99283 39,596 99.28% 0.98262 0.99405 39,361 98.69%
60-64 0.96919 0.00544 0.97463 37,582 36,628 0.97141 0.97685 35,780 97.69% 0.97344 0.97888 35,025 95.62%
65-69 0.95153 0.00376 0.95529 31,904 30,478 0.95519 0.95895 29,227 95.90% 0.95858 0.96234 28,126 92.28%
70-74 0.91881 0.01043 0.92924 28,087 26,100 0.92495 0.93538 24,413 93.54% 0.93071 0.94114 22,976 88.03%
75-79 0.85686 0.00573 0.86259 20,979 18,097 0.86669 0.87242 15,788 87.24% 0.87617 0.88190 13,923 76.94%
80-84 0.75363 0.00136 0.75499 12,154 9,176 0.76684 0.76820 7,049 76.82% 0.78062 0.78198 5,512 60.07%
















































  週 5 日、8 時間／日 運行にて（年 250 日）運行 




   ・標準日運行経費      ￥23、400 
   ・助成金がある場合の経費  ￥20、500 
   ・広告協賛費がある場合   ￥20、100  （協賛費 \100、000） 
                 ￥19、700  （協賛費 \200、000） 
                 ￥19、300  （協賛費 \300、000） 
                 ￥18、900  （協賛費 \400、000） 
￥18、500  （協賛費 \500、000） 
                 ￥18、100  （協賛費 \600、000） 
                 ￥17、700  （協賛費 \700、000） 
                 ￥17、300  （協賛費 \800、000） 
￥16、900  （協賛費 \900、000） 
                 ￥16、500  （協賛費 \1、000、000） 
  
 196








総数 65歳以上 高齢化率 高齢者の8% 200円
001 井堀 13,875 3,288 23.70% 263 52,614
002 中井 8,100 1,713 21.15% 137 27,408
003 泉台 6,373 1,747 27.42% 140 27,958
004 南丘 3,439 1,284 37.35% 103 20,551
005 富野 3,674 1,196 32.55% 96 19,133
006 葛原 7,841 1,960 25.00% 157 31,365
007 湯川 5,240 1,533 29.26% 123 24,528
008 企救丘 9,614 1,913 19.89% 153 30,602
009 曽根 8,397 2,154 25.65% 172 34,461
010 牧山 10,508 3,542 33.70% 283 56,668
011 大蔵 4,490 1,815 40.42% 145 29,034
012 祝町 2,702 976 36.13% 78 15,621
013 黒畑 5,032 1,359 27.02% 109 21,750
014 上津役 10,459 3,001 28.69% 240 48,012
015 千代 10,730 2,690 25.07% 215 43,034
016 花尾 4,607 1,550 33.65% 124 24,806
017 塔野 2,845 1,107 38.89% 89 17,705
018 皿倉 738 291 39.48% 23 4,660
019 香月 2,977 967 32.48% 77 15,467
020 松ケ江南 2,152 533 24.75% 43 8,522
021 萩ケ丘 3,076 1,153 37.47% 92 18,442







2015 年におけるＧＩＳでシミュレーションを行った新路線の採算性は表 6-11 の通りと
なった。この結果 2015 年においては、12 路線程度が採算性のとれる路線としての可能性
が見いだせた。その他の路線も、広告等の協賛金を得ることで採算性を得る可能性がある
と検証できた。 














250日 100,000 200,000 300,000 400,000 500,000 600,000 700,000 800,000 900,000 1,000,000
200円 23,400 20,500 20,100 19,700 19,300 18,900 18,500 18,100 17,700 17,300 16,900 16,500
001 井堀 52,614 ＯＫ ＯＫ ＯＫ ＯＫ ＯＫ ＯＫ ＯＫ ＯＫ ＯＫ ＯＫ ＯＫ ＯＫ
002 中井 27,408 ＯＫ ＯＫ ＯＫ ＯＫ ＯＫ ＯＫ ＯＫ ＯＫ ＯＫ ＯＫ ＯＫ ＯＫ
003 泉台 27,958 ＯＫ ＯＫ ＯＫ ＯＫ ＯＫ ＯＫ ＯＫ ＯＫ ＯＫ ＯＫ ＯＫ ＯＫ
004 南丘 20,551 ＯＵＴ ＯＫ ＯＫ ＯＫ ＯＫ ＯＫ ＯＫ ＯＫ ＯＫ ＯＫ ＯＫ ＯＫ
005 富野 19,133 ＯＵＴ ＯＵＴ ＯＵＴ ＯＵＴ ＯＵＴ ＯＫ ＯＫ ＯＫ ＯＫ ＯＫ ＯＫ ＯＫ
006 葛原 31,365 ＯＫ ＯＫ ＯＫ ＯＫ ＯＫ ＯＫ ＯＫ ＯＫ ＯＫ ＯＫ ＯＫ ＯＫ
007 湯川 24,528 ＯＫ ＯＫ ＯＫ ＯＫ ＯＫ ＯＫ ＯＫ ＯＫ ＯＫ ＯＫ ＯＫ ＯＫ
008 企救丘 30,602 ＯＫ ＯＫ ＯＫ ＯＫ ＯＫ ＯＫ ＯＫ ＯＫ ＯＫ ＯＫ ＯＫ ＯＫ
009 曽根 34,461 ＯＫ ＯＫ ＯＫ ＯＫ ＯＫ ＯＫ ＯＫ ＯＫ ＯＫ ＯＫ ＯＫ ＯＫ
010 牧山 56,668 ＯＫ ＯＫ ＯＫ ＯＫ ＯＫ ＯＫ ＯＫ ＯＫ ＯＫ ＯＫ ＯＫ ＯＫ
011 大蔵 29,034 ＯＫ ＯＫ ＯＫ ＯＫ ＯＫ ＯＫ ＯＫ ＯＫ ＯＫ ＯＫ ＯＫ ＯＫ
012 祝町 15,621 ＯＵＴ ＯＵＴ ＯＵＴ ＯＵＴ ＯＵＴ ＯＵＴ ＯＵＴ ＯＵＴ ＯＵＴ ＯＵＴ ＯＵＴ ＯＵＴ
013 黒畑 21,750 ＯＵＴ ＯＫ ＯＫ ＯＫ ＯＫ ＯＫ ＯＫ ＯＫ ＯＫ ＯＫ ＯＫ ＯＫ
014 上津役 48,012 ＯＫ ＯＫ ＯＫ ＯＫ ＯＫ ＯＫ ＯＫ ＯＫ ＯＫ ＯＫ ＯＫ ＯＫ
015 千代 43,034 ＯＫ ＯＫ ＯＫ ＯＫ ＯＫ ＯＫ ＯＫ ＯＫ ＯＫ ＯＫ ＯＫ ＯＫ
016 花尾 24,806 ＯＫ ＯＫ ＯＫ ＯＫ ＯＫ ＯＫ ＯＫ ＯＫ ＯＫ ＯＫ ＯＫ ＯＫ
017 塔野 17,705 ＯＵＴ ＯＵＴ ＯＵＴ ＯＵＴ ＯＵＴ ＯＵＴ ＯＵＴ ＯＵＴ ＯＫ ＯＫ ＯＫ ＯＫ
018 皿倉 4,660 ＯＵＴ ＯＵＴ ＯＵＴ ＯＵＴ ＯＵＴ ＯＵＴ ＯＵＴ ＯＵＴ ＯＵＴ ＯＵＴ ＯＵＴ ＯＵＴ
019 香月 15,467 ＯＵＴ ＯＵＴ ＯＵＴ ＯＵＴ ＯＵＴ ＯＵＴ ＯＵＴ ＯＵＴ ＯＵＴ ＯＵＴ ＯＵＴ ＯＵＴ
020 松ケ江南 8,522 ＯＵＴ ＯＵＴ ＯＵＴ ＯＵＴ ＯＵＴ ＯＵＴ ＯＵＴ ＯＵＴ ＯＵＴ ＯＵＴ ＯＵＴ ＯＵＴ
021 萩ケ丘 18,442 ＯＵＴ ＯＵＴ ＯＵＴ ＯＵＴ ＯＵＴ ＯＵＴ ＯＵＴ ＯＫ ＯＫ ＯＫ ＯＫ ＯＫ





































平成 2 年当時の低・未利用地の規模は、工業系空地（1,542 万㎡）が最も多く、当時










































化面積 8.98k ㎡、平均利用程度指数は 2.7 となり、北九州市は集約型土地クラスへ変化し
ていると判定できることが判った。土地利用の利用程度変化指数より、ここでも北九州市
の土地利用は未だ発展状態を表していると言える。2005 年から 2020 年までマルコフ予測
モデルを用いて、土地利用変化を予測した結果、宅地の面積は 11.95 k ㎡の増加、公共・
公益用地面積は 8.80 k ㎡の増加、水面と造成地面積は変化無、山林と農地の面積はそれぞ
れ 10.88 k ㎡、2.08 k ㎡減ると予測できた。予測の変化傾向と現状変化の分析結果の変化
形態は同じであり、北九州市は都市化が進みつつ、土地利用レベルは集約的な利用レベル
への転換していくと推測できる。 
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不便地域対象建物 ■延長距離 12 Km
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